
10 月 22 日、第 213 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会が開催され、求職者給

付等の見直しに関する検討の方向性が示されました。 

  

次のような内容となっています。 

  

●基本手当の在り方等 

 → 労使双方から給付率や支給日数の見直しを求める意見があることに鑑み、今後、さら

なる分析や検証を行うことを検討してはどうか 

 → 離職者への迅速な支給や、事業主・ハローワークにおける事務負担の軽減の観点から、   

賃金日額の計算において最終月を除き、使用する月数を短縮するなどの簡素化を検討しては

どうか 

  

●労働力がより希少になる中での雇用保険制度における対応の在り方 

 → 労働力がより希少になる中で、希望される方の早期再就職を後押しする観点から、   

就業促進給付（再就職手当・就業促進定着手当）の見直しについて、検討してはどうか 

  

●暫定措置（雇止め離職者の特例及び地域延長給付） 

 → リーマンショック時に講じられた措置が累次延長されてきているが、暫定措置とし

ての延長の検討のみならず、恒久化または廃止についても検討してはどうか 

 → 暫定措置として延長する場合には、延長の期間について、適用拡大等の施行スケジュ

ールや検証に要する期間も含めて検討してはどうか  

  

詳細は、下記リンク先にてご確認ください。 

  

【参考リンク】 

第 213 回労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_76656.html 


